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川島町公共施設個別施設計画策定支援業務委託仕様書 

 

１ 件 名 

川島町公共施設個別施設計画策定支援業務委託 

 

２ 目 的 

川島町（以下「本町」という。）では、「川島町公共施設等総合管理計画」〔平成

２８年度（２０１６年度）策定〕を踏まえ、現在の公共施設の老朽度等の調査を

行った上で、計画の対象となる全施設で実施すべき、より具体的で実現性のある

取組みを示す「川島町公共施設等個別施設計画」を策定することを目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約締結日から令和３年（２０２１年）３月３１日まで 

 

４ 対象施設 

  川島町公共施設等総合管理計画及び施設カルテに基づく別紙対象施設一覧表の 

うち、「旧役場庁舎」を除く、公共施設５８施設とする。 

 

５ 業務内容 

（１）建築物老朽度基礎調査 

 ①基本情報の整理 

   対象建物を調整した上で、固定資産台帳、施設カルテ、建築基準法第１２条点

検データ、耐震診断・耐震補強の実施状況、その他工事履歴及び過去の調査資料

等から必要なデータを収集し、必要に応じて施設管理者へのヒアリングを実施し、

基本情報を整理する。 

   整理した基本情報から、老朽度基礎調査の具体的な実施方針を提案する。 

 ②施設劣化調査 

   基本情報の整理で決定した方針から、劣化調査の対象とした個別施設の劣化調

査を実施する。劣化調査においては、施設の各部位、設備について、目視にて確
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認を行い、過去の修繕履歴、点検記録及び施設管理者へのヒアリング等から劣化

度の評価を行う。 

 ③構造躯体の健全性 

   耐震診断及び耐震補強の実施状況データを分析し、建物構造別の耐用年数等か

らみた更新時期や長寿命化（長期使用可能性）を判断する。 

   新耐震基準の施設について、耐震診断及び耐震補強の実施状況データがないも

の、または本計画策定に当たり、施設の長寿命化や集約化の対象となり調査が必

要だと思われるものについては、必要に応じてコンクリートコア抜き調査を実施

し、圧縮強度、中性化深さを調べることを検討する。 

 ④概算長期保全計画の作成 

   本業務の対象施設について、概算の長期保全計画の作成を行う。屋根、外壁の 

  更新費については、概算数量、概算単価をもとに算出を行うものとし、計上年に 

ついては、修繕履歴が分かるものは反映させ、不明なものについては、更新周期 

で計上するものとする。 

 

（２）現況と課題の整理 

 ①公共施設等の概況（機能・提供サービス・利用実態等）、課題の整理 

   平成２８年度（２０１６年度）に策定した公共施設等総合管理計画を踏まえ、

施設の機能、提供サービス、利用状況等、公共施設の概況を把握した上で、分野

別計画（個別計画）及び全体計画を検討する上での課題を整理する。 

 ②人口の将来予測 

   公共施設の更新等を検討する上で、将来３０年程度の年齢階層ごとの人口の推 

  計を行う。特に人口の将来動向については、町域の特性も踏まえた分析を行う。 

 ③施設カルテ更新の課題 

更新を検討する上で、現施設カルテと固定資産台帳との連関性の分析を行う。

分析をもって庁内仕組み作りの提案を行う。 
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（３）個別施設計画の策定支援 

 ①分野別計画（類型別計画）の策定 

   個別建設分野ごとのサービス・施設の適正化の方向性を整理し、具体的な適正 

  化方策（統廃合、複合、民営化等）を検討する。 

 ②全体計画の策定 

   複合化等による施設の適正化に必要となる分野横断的な検討を行う。 

   また、分野別の適正化方策とあわせ、短期的な取組の具体化（事業化準備のた 

  めの調査等を含む）と３０年程度の取組をロードマップ化して取りまとめる。 

 

（４）適正化方策の効果検証 

  適正化方策を適用することによる延べ床面積の削減及び将来更新等費用の効果 

 額を検証し、必要に応じ適正化方策の見直しを行う。 

  なお、最終的な効果検証の結果については、「公共施設等総合管理計画の策定に 

あたっての指針の改定について」（平成３０年２月２７日付総財務第２８号）によ

り示された公共施設等総合管理計画の改定に資する内容とすること。 

 

（５）検討会議等の支援 

 ①庁内検討会の運営支援 

   庁内検討会等の運営支援を行う。 

 ②研修の実施支援 

   個別施設計画及び公共施設の適正化に関する意識啓発及び理解を深めるため、 

   研修を企画し実施を支援する。 

 ③パブリックコメントの実施支援 

   公共施設個別施設計画（案）に対するパブリックコメントの実施について支援 

を行う。 

 

（６）個別施設計画の取りまとめ 

  庁内調整の結果やパブリックコメント等を反映し、公共施設個別施設計画【本編】

及び公共施設個別施設計画【概要版】を取りまとめる 
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６ 成果物 

  本業務の遂行に伴い、次の成果物を納品する。 

○令和元年（２０１９年）度 

（１）建築物老朽度基礎調査 

（２）適正化方策（案） 

○令和２年（２０２０年）度 

（１）川島町公共施設等個別施設計画【本編】 

（２）川島町公共施設等個別施設計画【概要版】 

（３）適正化方策の効果検証資料 

○共通 

（１）支援業務に必要な会議・研修等の資料 

（２）その他、業務遂行に使用した各資料等 

※成果物はすべて電子データを作成し、ＣＤ－Ｒ等により納品すること。 

 

７ 業務全般における要件 

（１）本町の条例、規則を遵守し、本町にとって適切な成果物が作成されるよう本町 

  の立場に立ち業務を遂行すること。また、必要な事項について積極的に提案を行 

  うこと。 

（２）本業務において豊富な経験・知識を有する業務責任者を配置し、適切な人員配 

  置のもとで業務を遂行すること。 

（３）本業務に着手する時点で詳細なスケジュールを提出し、随時、最新版に更新を 

  行うこと。また、本業務の進捗状況について定期的に本町に報告することととも 

  に、その進め方、手法については必要に応じて本町と打合せを行うこと。 

（４）調査等の実施に際しては、本町関係課と連携をとること。 

（５）本業務の実施に当たり作成した成果物等の全ての著作権は、本町に帰属するも 

  のとすること。 

（６）その他、本業務の実施に必要な事項や内容に疑義が生じた場合、または仕様書 

  に定めのない事項は、本町と受託者での協議の上、決定するものとする。 


